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3.15　統合データシステム研究開発室　
室長　　村山泰啓　ほか 9 名

【室概要】
　近年、観測技術の向上や情報通信技術の進展に伴い、生み出されるデータの種類やサイズが爆発的に増大し
ている。そのため、データが持つ貴重な知見が潜在的に増えつつも、それを十分に引き出せない状況がすでに
起き始めている。加えて過去の地球観測データ等再現できない貴重な情報が散逸・利用不能になるなどの問題
も指摘されており、そのデータの長期的な保存と利用体制の構築が国際的な課題になっている。これらに対応
するため、国際科学会議（International Council for Science： ICSU）では、世界科学データシステム（WDS; 
World Data System）と呼ぶ枠組みを作り、国際的な連携体制構築に向けた取組が行われている。当室には
WDS の事務局となる国際プログラムオフィス（International Program Office：IPO）が設置されており、ICSU
と連携して WDS 関連事業を推進するとともに、国内関係機関の連携促進やとりまとめに向けた活動、科学デー
タの取り扱いに関する研究開発を行っている。

【平成 27 年度の成果】
（１）　WDS 関連活動

　関連する国際動向：国際科学会議と連携して進め
る知的共通基盤構築の取組「世界科学データシステ
ム」の国際プログラムオフィスでは、これまで世界
各国の 196 機関から参加意思表明を受領し、米国
NASA や国連海洋データ交換機構など 95 機関が
WDS の加盟メンバーとなった。WDS は G8 国高級
実務者会合下のデータ部会が支援する国際組織
RDA（Research Data Alliance）や、経済協力開発
機構（OECD）などと協同した部会を発足し、これ
らを通じて、データパブリッシング等の国際的に先
駆的な科学技術データ利活用方策の検討・報告書作
成等を行った。また、国連海洋データ枠組み、地球
観測の政府間会合（GEO）全体会合、ベルモント・
フォーラム（国際研究資金配分組織）において部会
座長として主導的な役割を果たした（図 1）。
　国際会議の開催：NICT が長期間にわたるデータベースを保有する宇宙天気分野において、国際委員会
である SCOSTEP（太陽地球系物理学科学委員会）と WDS との合同ワークショップを開催し、また
SCOSTEP と WDS 両事業間での相互協力に合意する覚書を締結した。WDS が共同開催した Polar Data 
Forum-II（カナダ）では、南極・北極事業の双方の国際的な観測データの管理利用を議論するとともに、過
去交流の少なかった南極・北極分野間でデータ・ドリブンなコミュニティ融和を進めた。国内では内閣府・
日本学術会議・科学技術振興機構らと協力して RDA 東京総会を開催した。
　オープンサイエンス推進と ICT 利活用：欧州委員会（EC）において、欧州オープン科学クラウド計画が
立ち上がり、EC 閣僚への提言を作成する高級専門委員会へ非欧州委員として参画して、国際的なデータ
システム基盤の政策検討において知見を提供して協力した。

（２）　環境計測データネットワーク
　NICT が保有する環境計測データについての管理、描画、ファイル提供を実現するための実験システム
を開発・実験している。中層大気など約 20 種類のデータをホームページ経由で一般に公開するとともに、
気象庁へも配信し、日々の気象予報で活用されている（図 2）。これら各種データの統合型ポータルシステ
ムの関係者向け公開を行った。

 科学データの国際的利活用促進と利用基盤技術の研究開発

図 1　WDS 及び関連する国内外の連携体制
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データ利活用・利便性の向上のため、デー
タ保有者・提供者の業績評価などにつな
がるしくみとして、国際的識別子である
DOI（Digital Object Identifier）をデータ
に付与する取組を進めている。日本国内
での登録機関（ジャパンリンクセンター）
からの登録実験に参加し、登録システム
開発実験を経て、国内では初のデータ
DOI 登録を NICT 計測データについて
行った。また、国際学術誌においてこの
DOI を引用する科学論文を執筆して、日
本で登録されたデータ DOI を引用する第
1 号論文も出版した。このデータ DOI 登
録実験では、理研、極地研、地球環境情
報統融合プログラム（DIAS）、産総研、物材機構などが参加し、当機構が国立情報学研究所とともにプロジェ
クトを主導した。また保有データに付与された 100 万件以上のメタデータを、極地研・京都大学など旧
WDC （World Data Center）機関との連携体制下でのデータカタログ相互交換実験に提供した。また、二
次的に生成されたデータの利用時に、その元データの提供者の寄与を明確に示すためのメカニズムを提言
する研究発表などを行った。

（３）　NICT サイエンスクラウドによるひまわり衛星ビッグデータ処理システム開発と社会実証実験
　2015 年 7 月 7 日より正式運用が始まったひまわり 8 号衛星は、7 号と比較して 100 倍以上のビッグデー
タを生み出す最先端気象衛星である。ひまわり衛星データに関して、気象庁及び千葉大学環境リモートセ
ンシング研究センターとの協力の下、NICT サイエンスクラウドのデータ収集技術、データ伝送技術、デー
タ処理技術、データ可視化技術をマッシュアップしたひまわり 8 号リアルタイム Web（http://himawari8.
nict.go.jp/）の技術開発を行い、社会実証実験として一般公開を進めた。可視化技術においては、図 3 に示
すようにスマートフォンから、タブレット、PC、さらには 4K/8K ディスプレイにおいて観測後 10 ～ 30
分程度のリアルタイムに「誰もが、どこからでも、いつでも」気象衛星データにアクセスできる技術を確立
した。また、9 か国語に多言語化することで、海外諸国（図 4 は中国からのアクセス事例）からも利用が始
まり、現在は年間で 100 万 PV（ページビュー）程度のアクセスが予想される。社会実証としては、科学館、
新聞、科学雑誌、報道番組等、これまでの気象衛星では無かった新しい気象ビッグデータの利活用の姿が
見えつつある。

図 2　環境計測ネットワーク

図 3　ひまわり 8 号リアルタイム Web（様々な
ディスプレイ環境で閲覧ができる）

図 4　中国からのひまわりリアルタイム Web へ
のアクセス
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